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１．調査団員氏名 

1-1 第 1回基本設計調査 
担 当 氏名 期間 所 属 

1.総括 武藤 亜子 4/18～4/29 JICA 無償資金協力部  
業務第三グループ保健医療チーム 

2.技術参与 松井 三明 4/18～4/29 国立国際医療センター国際医療協力局 
派遣協力課 

3.業務主任／建築計画 井出 経一 4/18～5/17 株式会社 横河建築設計事務所 
海外業務部 

4.建築設計 奥井 正雄 4/18～5/17 株式会社 横河建築設計事務所 
海外業務部 

5.設備計画 吉本 隆 4/25～5/14 株式会社 横河建築設計事務所 
監理部 

6.機材計画 阿部 雅典 4/18～5/17 株式会社 第一医療施設コンサルタンツ 
代表取締役 

7.調達／積算 三澤 喜選 4/25～5/14 株式会社 横河建築設計事務所 
海外業務部 

8.建築設計 
 （自主参加） 

田代 正一 4/25～5/14 株式会社 横河建築設計事務所 
海外業務部 

 

1-2 第 2回基本設計調査 
担 当 氏名 期間 所 属 

1.総括 松元 隆 7/5～7/10 Assistant Resident Representative 
JICA India Office 

2.技術参与 松井 三明 7/4～7/12 国立国際医療センター国際医療協力局 
派遣協力課 

3.業務主任／建築計画 井出 経一 7/4～7/12 株式会社 横河建築設計事務所 
海外業務部 

4.建築設計 奥井 正雄 7/4～7/12 株式会社 横河建築設計事務所 
海外業務部 

5.機材計画 阿部 雅典 7/4～7/12 株式会社 第一医療施設コンサルタンツ 
代表取締役 

 

1-3 基本設計概要説明調査 
担 当 氏名 期間 所 属 

1.総括 武藤 亜子 10/12～10/21 JICA 無償資金協力部  
業務第三グループ保健医療チーム 

2.技術参与 松井 三明 10/13～10/22 国立国際医療センター国際医療協力局 
派遣協力課 

3.業務主任／建築計画 井出 経一 10/12～10/22 株式会社 横河建築設計事務所 
海外業務部 

4.建築設計 奥井 正雄 10/12～10/20 株式会社 横河建築設計事務所 
海外業務部 

5.機材計画 阿部 雅典 10/12～10/20 株式会社 第一医療施設コンサルタンツ 
代表取締役 
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２．調査行程 

2-1 第 1回基本設計調査 
2004年 4月 18日～2004年 5月 17日(30日間) 

日順 月日(曜) 時刻 内  容 
01 4月 18日 

(日) 
14:25 
20:00 

官団員、ｺﾝｻﾙ団員成田発 JL-471 (井出業務主任、奥井、阿部各団員) 
ﾃﾞﾘｰ着 

02 4月 19日 
(月) 

09:30 
15:00 
16:00 

JICA駐在員事務所表敬・協議 
連邦政府保健省表敬 
財務省、経済局表敬 

03 4月 20日 
(火) 

11:30 
13:30 
15:30 

ﾃﾞﾘｰ発 IC-877 
ﾌﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ着 
SVP病院視察 

04 4月 21日 
(水) 

10:30 
12:30 
15:30 

州政府保健部表敬･協議 
州立病院視察 
カリンガ病院（私立）視察 

05 4月 22日 
(木) 

09:00 
11:30 

SVP病院視察 
病院協議 

06 4月 23日 
(金) 

09:00 
11:30 
15:00 

病院視察 
病院協議（施設） 
病院協議（機材） 

07 4月 24日 
(土) 

11:00 
15:00 

州政府保健部協議 
病院協議 

 資料整理／ﾐﾆｯﾂ添付資料作成 08 4 月 25 日
(日) 14:25 

20:00 
ｺﾝｻﾙ団員成田発 JL-471（吉本、三澤、田代） 
ﾃﾞﾘｰ着 

09:00 
14:00 

団内会議 
病院協議 

09 4月 26日 
(月) 

11:30 
13:30 
15:30 

ﾃﾞﾘｰ発 IC-877（吉本、三澤、田代） 
ﾌﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ着 
SVP病院既存視察、敷地概況調査 

10:30 
14:15 
16:30 
17:30 

州保健部 ﾐﾆｯﾂ署名（武藤総括、井出） 病院協議（松井参与） 
ﾌﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ発 IC-878（武藤総括、松井参与、井出） 
ﾃﾞﾘｰ着 
日本大使館報告 

08:00 
15:00 
16:00 

病院協議（奥井、阿部） 
州公共事業局協議（奥井） 病院協議（阿部） 
電力局担当者と協議（奥井） 病院協議（阿部） 

10 4月 27日 
(火) 

10:00 
16:00 

病院協議（吉本、三澤、田代） 
電力局担当者と協議 

09:00 
15:00 
16:00 

現地業者（地質、測量）打合せ（井出） 
財務省経済局報告（武藤総括、松井参与、井出） 
JICA事務所報告 
官団員 ﾃﾞﾘｰ発 

11 4月 28日 
(水) 

09:00 
10:00 
12:00 

病院協議（機材）（阿部） 
公共衛生局協議（奥井） 病院協議（施設）（吉本、三澤、田代） 
病院敷地調査、既存施設調査（吉本、三澤、田代） 

 官団員 成田着 12 4月 29日 
(木) 08:30 

11:30 
13:30 
15:30 

現地業者（地質、測量）契約（井出） 
ﾃﾞﾘｰ発 IC-877 
ﾌﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ着 
病院協議 
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日順 月日(曜) 時刻 内  容 
  09:00 

10:30 
病院協議（機材：阿部、施設：奥井、吉本、三澤、田代） 
病院外来棟調査／測量（奥井、吉本、三澤、田代） 

08：30 病院協議（井出、阿部、吉本） 
Elec. Regulation Commission協議 

13 4月 30日 
(金) 

10:00 病院既存施設調査／測量（三澤、田代） 
類似施設質疑書作成、調査計画策定（奥井） 

14 5月 1日 
(土) 

09:30 
14:30 

SCB ﾒﾃﾞｨｶﾙｶﾚｯｼﾞ視察（ｺﾝｻﾙ団員全員） 
病院協議（井出、阿部） 
質疑書作成（奥井） 
敷地ｲﾝﾌﾗ調査、市電話局打合せ（吉本） 
病院既存施設調査／測量（三澤、田代） 

15 5月 2日 
(日) 

 資料整理 

10:00 
16:00 

運営組織･ｼｽﾃﾑに係る詳細確認（井出、奥井、阿部） 
資料整理 

10:00 
12:00 
15:00 
16:00 

敷地ｲﾝﾌﾗ調査（吉本） 
ｶﾀｯｸ市内排水処理場視察 
市電力局打合せ 
電気会社打合せ 

16 5月 3日 
(月・祝日 ) 

10:30 病院既存施設調査／測量（三澤、田代） 
17 5月 4日 

(火) 
09:30 
12:00 
15:00 

州政府協議（井出、阿部） 
OHSDP協議 
病院協議 

  10:00 
14:00 

敷地ｲﾝﾌﾗ調査（吉本） 
電話ﾒｰｶｰ打合せ 

  10:00 
13:00 
15:00 

建設現場視察（三澤、田代） 
現地ｺﾝｻﾙと建設事情の協議／/確認 
調達事情調査 

18 5月 5日 
(水) 

10:00 
 
11:30 
 
14:30 
15:00 
16:00 

焼却炉、ﾏｲｸﾛｳｴｰﾌﾞ視察（阿部、吉本） 
建設事情協議／確認（三澤、田代） 
情報ｻｰﾋﾞｽ局にて情報収集（井出、阿部、吉本） 
州政府協議（井出） 
病院協議（井出、阿部） 
敷地内排水側溝調査（吉本） 
現地ｺﾝｻﾙと協議／確認（三澤、田代） 

19 5月 6日 
(木) 

 病院協議（井出、阿部） 

  10:00 
15:00 

市開発局協議（吉本、三澤、田代） 
医療ｶﾞｽ供給事情調査 

20 5月 7日 
(金) 

10:00 
 
 
11:30 
15:00 

気象庁にて調査依頼（井出、阿部） 
市役所にて水害状況調査（奥井） 
市開発局にて協議／確認（吉本、三澤、田代） 
州政府･医療ｻｰﾋﾞｽ局協議（井出、阿部） 
病院協議 

21 5月 8日 
(土・休日) 

09:30 病院協議（井出、阿部） 
建設事情調査（吉本、三澤、田代） 
規模算定方法検討（奥井） 

22 5月 9日 
(日) 

AM 
14:00 
14:15 
16:00 

資料整理、中間報告書作成 
病院協議（井出、奥井、阿部） 
ﾌﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ発 IC-878 （吉本、三澤、田代） 
ﾃﾞﾘｰ着 

09:00 病院協議（井出、奥井、阿部） 
 運営ｼｽﾃﾑ質疑、施設優先順位協議、敷地測量ﾁｪｯｸ 

23 5月 10日 
(月) 

 ﾃﾞﾘｰ、選挙により終日外出禁止 
資料整理（吉本、三澤、田代） 
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日順 月日(曜) 時刻 内  容 
10:00 
14:00 

現地ｺﾝｻﾙ調査、資料整理 
病院と協議 
 ICU設置目的、ﾚﾀｰ受取り 

24 5月 11日 
(火) 

10:00 建設現場視察、建設事情調査 
09:30 
 
14:15 
16:30 

病院協議（井出、阿部） 
 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査ﾁｪｯｸ、最終要請機材ﾘｽﾄ受取り 
ﾌﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ発 IC-878 
ﾃﾞﾘｰ着 

25 5月 12日 
(水) 

10:00 建設事情調査 
26 5月 13日 

(木) 
09:30 
10:00 
PM 
21:05 

JICA事務所訪問 
ｶﾗﾜﾃｨｻﾗﾝ小児病院視察 
現地調査概要作成（井出）、施設計画検討（奥井）、機材計画検討（阿部） 
ﾃﾞﾘｰ発 JL-472（吉本、三澤、田代） 

08:30 成田着（吉本、三澤、田代） 27 5月 14日 
(金) 11:00 

15:00 
16:30 

現地業者打合せ 
JICA事務所訪問 
日本大使館報告 

28 5月 15日 
(土) 

AM 
PM 

ﾃﾞﾘｰ市内建設現場視察（井出、奥井） 機材調達事情調査（阿部） 
資料整理 

29 5 月 16 日
(日) 

10:00 
 
21:05 

測量会社より図面受領（井出） 
資料整理 
ﾃﾞﾘｰ発 JL-472 

30 5月 17日 
(月) 

08:30 成田着 
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2-2 第 2回基本設計調査 
2004年 7月 4日～2004年 7月 12日(9日間) 

日順 月日(曜) 時刻 内  容 
01 7月 4日 

(日) 
14:25 
19:40 

松井参与、ｺﾝｻﾙ団員成田発 JL-471 (井出業務主任、奥井、阿部各団員) 
ﾃﾞﾘｰ着 

02 7月 5日 
(月) 

11:30 
13:30 
15:30 
18:30 

空港で松元団長と合流、ﾃﾞﾘｰ発 IC-877 
ﾌﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ着 
州政府保健部表敬、ｲﾝﾃﾘﾑﾚﾎﾟｰ説明 
団内会議 

03 7月 6日 
(火) 

11:00 
13:30 
14:15 
18:30 

州政府保健大臣表敬･協議 
病院協議 
松元団長 ﾌﾞﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ→ﾃﾞﾘｰ 
団内会議 

04 7月 7日 
(水) 

09:00 
20:00 

病院協議（施設） 
団内会議 

05 7月 8日 
(木) 

09:00 
13:30 
18:30 

病院協議（機材） 
松元団長ﾃﾞﾘｰ→ﾌﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ 病院協議に合流 
ﾎﾃﾙにて団内会議 

06 7月 9日 
(金) 

11:00 
15:00 
17:00 
19:00 

ﾐﾆｯﾂ案協議 
州政府にてﾐﾆｯﾂ署名 
病院協議（技術協力） 
団内会議 

07 7月 10 
(土) 

08:30 
09:00 
11:30 
14:15 
20:00 

病院視察（松井参与、阿部） 
現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄと協議（井出、奥井） 
病院協議（施設･機材案） 
松元団長 ﾌﾞﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ→ﾃﾞﾘｰ IC-878 
ﾎﾃﾙにて副院長と協議（松井、井出） 

08 7月 11日 
(日) 

09:00 
11:00 
14:15 
16:15 
21:05 

機材追加質問の検討（松井参与、井出、阿部） 
ﾎﾃﾙにて副院長と協議 
ﾌﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ発 IC-878 
ﾃﾞﾘｰ着 
ﾃﾞﾘｰ発 JAL472 (松井参与、井出業務主任、奥井、阿部) 

09 7月 12日 
(月) 

08:30 成田着 
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2-3 基本設計概要説明調査 
2004年 10月 12日～2004年 10月 22日(11日間) 

日順 月日(曜) 時刻 内  容 
01 10月 12日 

(火) 
14:25 
19:40 

武藤総括、ｺﾝｻﾙ団員成田発 JL-471 (井出業務主任、奥井、阿部各団員) 
ﾃﾞﾘｰ着 

09:30 
11:00 
15:30 

JICA事務所表敬・協議 
日本大使館表敬・協議 
財務省表敬・協議 

02 10月 13日 
(水) 

10:55 松井参与成田発 JL-717 
03 10月 14日 

(木) 
09:40 
11:30 
13:30 
15:30 
16:30 
17:30 
18:30 

松井参与ﾌﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ着 S-2316 
武藤総括、ｺﾝｻﾙ団員ﾃﾞﾘｰ発 
ﾌﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ着 
UNICEF事務局訪問（官団員、井出業務主任） 
ｾﾅﾊﾟﾃｨ次官と協議 
州政府ﾁｰﾌ･ｾｸﾚﾀﾘｰ表敬･協議（官団員、井出業務主任） 
ﾎﾃﾙにて団内会議 

04 10月 15日 
(金) 

 
09:00 
10:30 
18:30 

病院協議 
病院ｷｬﾝﾊﾟｽ内視察 
基本設計概要書の説明 
ﾎﾃﾙにて団内会議 

05 10月 16日 
(土) 

 
09:00 
18:30 

病院協議 
 基本設計概要書打合せ 
ﾎﾃﾙにて団内会議 

06 10月 17日 
(日) 

 ﾐﾆｯﾂ案作成、資料整理 

07 10月 18日 
(月) 

 
09:00 
18:30 

病院協議 
 基本設計概要書および機材ｽﾍﾟｯｸ案協議 
ﾎﾃﾙにて団内会議 

11:00 
11:30 
12:00 
16:30 

修正ﾐﾆｯﾂ案協議（武藤総括、井出業務主任） 
州政府保健省大臣表敬（武藤総括、井出業務主任） 
州政府ﾁｰﾌﾐﾆｽﾀｰ表敬（武藤総括、井出業務主任） 
州政府にてﾐﾆｯﾂ署名（武藤総括、松井参与、井出業務主任） 

08 10月 19日 
(火) 

10:30 
14:15 
21:05 

現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ協議（奥井） 
ﾌﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ→ﾃﾞﾘｰ（奥井、阿部） 
ﾃﾞﾘｰ発 JL-472（奥井、阿部） 

 
14:15 
16:15 

資料整理 
ﾌﾞﾊﾞﾈｼｭﾜｰﾙ発 
ﾃﾞﾘｰ着 

09 10月 20日 
(月) 

０８:30 奥井、阿部成田着 
00:05 
16:00 

武藤総括ﾃﾞﾘｰ発 TG316 （ﾊﾞﾝｺｯｸ経由） 
成田着 TG676 

10 10月 21日 
(木) 

10:30 
14:30 
15:30 
17:00 
21:05 

ｶﾗﾜﾃｨｻﾗﾝ病院視察 (松井参与、井出業務主任) 
JICA ｲﾝﾄﾞ事務所報告 
保健省報告、ﾐﾆｯﾂ署名 
財務省報告 
ﾃﾞﾘｰ発 JAL472  

11 10月 22日 
(金) 

08:30 成田着 
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３．関係者（面会者）リスト 

 
所属 氏 名 部署／職位 

インド国中央政府関係者  
財務省 Ms. Chaudhuri Under Secretary, Department of Economic Affairs, 

Ministry of Finance  財務省経済事務局副長官 
 Mr. Dheeraj Bhatnagar Director, Department of Economic Affairs, Ministry 

of Finance  財務省経済事務局課長 
 Mr. Prashant, IAS Director, Department of Economic Affairs, Ministry 

of Finance  財務省経済事務局課長 
保健家族福

祉省 
Dr. Rajesh Bhushan Director (International Health), Department of 

Health, Ministry of Health and Family Welfare 
保健家族福祉省（国際保健）課長 

オリッサ州政府関係者  
 Mr. Naveen Pattnaik  Chief Minister  州政府チーフ・ミニスター 
 Mr. Subash Pani Chief Secretary  チーフ・セクレタリー 
 Mr. Shri Bijayashree 

Routray 
Honorable Minister of Health and Family Welfare 
保健･家族福祉省大臣 

 Mr. Manoranjan Saran Pvt. Secretary to Chief Minister 
チーフ・ミニスター首相秘書 

保健家族 Mr. R. N. Senapati Commissioner & Secretary  コミッショナー･セクレタリー
福祉部 Mr. Gangadhar Singh Joint Secretary  ジョイント･セクレタリー（次官） 
 Mr. Rajanikanta Dey Joint Secretary  ジョイント･セクレタリー（次官） 
 Mr. B. C. Jena Additional Secretary  アディショナル・セクレタリー 
 Dr. B. C. Das Director, Medical Education & Training 

医学教育研修局長 
 Dr. S. C. Mohapatra Director of Medical Education & Training 
 Dr. B. K. Das Director of Family Welfare  家族福祉局長 
 Dr. P. K. Senapati Director of Health Services  保健サービス局長 
 Mr. Harekrishna Bhol F.A.-cum-Joint Secretary, Health and Family Welfare
保健･家族福祉部 プロジェクト関係者 
 Dr. Suresh Chandra Mishra Project Medical Officer, OHSDP 
 Eng. B. C. Tripathy Executive Engineer, OHSDP 
Policy & Strategic Planning Unit 
 Dr. Jyotsna Patnaik, M. S. Officer on Special Duty 
 Mr. K. Ananda Reddy Reform Facilitator 
Sector Reform Cell (Sector Investment Programme) 
 Dr. H. N. Patnaik Project Director 
 Dr. Shiba Kumar Rath Consultant 
SVP小児医療教育病院 
 Dr. Aswini Kumar Mohanty Professor, Head of Department of Paediatrics & 

Superintendent  病院長／小児科長／教授 
 Dr. Bijoy Kumar Behera Deputy Superintendent  副病院長 
 Dr. H. K. Mohanty Professor and H.O.D. of Paediatric Surgery 

小児外科長／小児外科教授 
 Dr. Niranjan Parida Professor of Paediatric Surgery  小児外科教授 
 Dr. S. L. Das Assistant Professor of Paediatrics  小児科助教授 
 Dr. D. Samal Assistant Professor of Paediatrics  小児科助教授 
 Dr. Pravakar Mishra Assistant Professor of Paediatrics  小児科助教授 
 Dr. Arakhita Swain Assistant Professor of Paediatrics  小児科助教授 
 Dr. Ajit Kumar Das Assistant Professor of Paediatrics  小児科助教授 
 Dr. P. K. Jean Lecturer in Paediatrics   小児科講師 
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所属 氏 名 部署／職位 
 Dr. J. R. Champatiray Lecturer in Paediatrics   小児科講師 
 Dr. A. K. Goel Lecturer in Paediatrics   小児科講師 
 D. S. K. Jena Lecturer in Paediatrics   小児科講師 
 Dr. M. C. Murmu Lecturer in Paediatrics   小児科講師 
 Dr. K. N. Majhi Lecturer in Paediatrics   小児科講師 
 Dr. Sucharita Mohanty Lecturer in Biochemistry  生化学講師 
 Dr. Kalyani Parida Radiodiagnosis           放射線診断技師 
 Dr. D. P. Mohanty Lecturer in Anesthesiology      麻酔科講師 
 Dr. P. K. Mohanty Lecturer in Paediatric Surgery  小児外科講師 
 Dr. Shreela Mishra Lecturer in Pathology     病理学講師 
 Dr. Sonali Mandal Specialist, Paediatric Medicine  小児内科専門医 
 Dr. D. R. Satpathy Specialist, Paediatric Medicine  小児内科専門医 
 Dr. S. Panda Assistant Surgeon, Paediatric Medicine 小児外科医 
 Dr. Debishankar Acharya Assistant Surgeon, Paediatric Medicine 小児外科医 
 Mr. Madhusudan Naik Asst. Clinical Psychologist, Psychiatry 
 Mr. Lagnajit Ray Administrative Officer   事務局長 
カリンガ小児病院: Kalinga Hospital Ltd. 
 Dr. Sarat Ch Panda MS (General Surgery, Deputy Medical Superitendent) 
SCB メディカル･カレッジ: SCB Medical College 
 Dr. Dhirendra Ku. Roy Professor & HOD of Surgery Principal & Dean 
 Dr. N.K. Mohanty Superintendent 
ブバネシュワール州立病院: Capital Hospital Bhubaneswar 
 Dr. Niranjan Pradhan M.D. Chief Medical Officer 
オリッサ州公共事業局: Department of Works, Government of Orissa 
 Mr. C.V.K. Shastri Electrical Engineer 電気技術者 
 Mr. Jagannath Dhal Electrical Engineer 電気技術者 
 Mr. S. K. Halder Assistant Civil Engineer 施設技術者 
 Mr. S. K. Samal Assistant Civil Engineer 施設技術者 
 Mr. P. K. Pradhan Junior Civil Engineer 施設技術者 
 Mr. B. R. Rath Junior Civil Engineer 施設技術者 
オリッサ州電気管理委員会: Orissa Electricity Regulatory Commission (OERC) 
 Mr. Shital Kumar Jena Commissioner 
カタック市役所: Cuttack Municipal Corporation 
 Ms. Nibedita Pradhan Mayor     市長 
カタック市開発庁: Cuttack Development Authority 
 Mr. Purna Chandna Ndok Secretary   長官 
 Mr. S. M. Pattnaik Planning Member 
オリッサ州消防局: Fire Department, Govt. of Orissa 
オリッサ州 Mr. S.P.B. Mohanty State Fire Prevention Officer 
カタック市 Mr. Manoranjan Bhol Fire Station Officer 
カラワティサラン小児病院: Kalawati Saran Children’s Hospital 
 Dr. Shashi Saini Additional Medical Superintendent 
 Dr. A. K. Dutta Director-Professor & Head, Paediatrics 
UNICEFオリッサ事務所 
 Dr. A. R. Chandrasekaran Project Officer, Health  プロジェクト･オフィサー 
 Dr. Ashish Kumar Sen APO-Safe Motherhood & Women’s Health 
 Dr. Niranjan Kar Ex Director of Health Service 
日本大使館 中野智行 在インド日本国大使館一等書記官 

酒井利文 JICA インド事務所長 
伊藤耕三 次長 

JICA 

松本 隆、Mr. R. Dinakar 所員 
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４．当該国の社会経済状況（国別基本情報抜粋） 

主要指標一覧 
 指標項目 1989年 1999年 2000年 2001年 2001年の 

地域平均値
国土面積（1000k㎡） 2,973 2,973 2,973 2,973 n.a.
人口（百万人） 832.5 999.0 1,015.9 1,032.4 1,377.8
人口増加率（％） 2.0 1.7 1.6 1.5 1.7
出生時平均余命（歳） n.a. n.a. 63 63 63
妊産婦死亡率（／10万人） n.a. n.a. n.a. 410(90-98) n.a.
乳児死亡率（／1000人） 91.0 70.0 68.0 67.0 70.6
一人当たりカロリー摂取量（kcal/1日）*1 2,421 2,499 2,489 2,487 2,701
初等教育総就学率（男）(%) n.a. 110.8 n.a. n.a. n.a.
                （女）(%) n.a. 91.7 n.a. n.a. n.a.
中等教育総就学率（男）(%) n.a. 56.7 n.a. n.a. n.a.
                （女）(%) n.a. 40.1 n.a. n.a. n.a.
高等教育総就学率 （％） n.a. 10.5 n.a. n.a. n.a.
成人非識字率（15歳以上の人口の内：％） 51.5 43.6 42.8 42.0 44.7
絶対的貧困水準（1日１$以下の人口比：％） n.a. n.a. n.a. 34.7(99-00) n.a.

社 

会 

指 

標 

等 

失業率（％） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
GDP（百万 USドル） 292,013 445,299 457,049 477,342 613,755
一人当たり GNI（USドル） 390 440 450 460 450
実質 GDP成長率（％） 6.4 6.1 4.0 5.4 4.9
産業構造（対 GDP比：％）  
 農業 31.3 26.2 24.9 25.1 24.9
 工業 27.6 26.0 26.9 26.5 25.9
 サービス業 41.2 47.8 48.2 48.4 49.2
産業別成長率（対 GDP比：％）  
 農業 1.5 1.3 -0.2 5.7 4.2
 工業 10.3 409 6.3 3.1 3.4
 サービス業 8.8 9.5 4.8 6.6 6.0
消費者物価上昇率（インフレ：％） 6.2 4.7 4.0 3.7 n.a.
財政収支（対 GDP比：％） -7.4 -5.5 -5.2 -4.7 -4.9
輸出成長率（金額：％） 13.7 16.7 20.9 9.0 9.1
輸入成長率（金額：％） -0.6 12.7 10.6 4.9 4.6
経常収支（対 GDP比：％） -2.5 -1.1 -0.6 0.3 n.a.
外国直接投資純流入額（百万ドル） 252 2,169 2,315 3,403 4,066
総資本形成率（対 GDP比：％） 23.7 23.6 22.9 22.5 21.6
貯蓄率（対 GDP比：％） 21.4 20.5 20.3 20.7 19.4
対外債務残高（対 GNI比：％） 2.4 2.3 2.4 2.0 2.3
DSR（対外債務返済比率：％） 29.4 15.3 14.0 11.7 12.7
外貨準備高（対輸入月比：％） 3.1 6.0 6.0 7.4 6.9

経  

済  

指  
標 

名目対ドル為替レート*２ 
（通貨単位：ルピーRupee） 

16.226 43.055 44.942 47.186 n.a.

 

*

３ 政
治
指

政治体制：連邦共和制。首相が実質的な権力者 
憲法：1949年 11月 26日制定、50年 1月 26日発効 
元首：大統領。ｱﾌﾞﾄﾞﾙ･ｶﾗﾑ（Abdul KALAM）。間接選挙制。任期 5年。2002年 7月 25日就任 
議会：2院制。上院（245議席）と下院（545議席） 

出典 World Development Indicators CD-ROM 2003 World Bank 
*1 FAO Food Balance Sheets 2003年 6月 FAO Homepage 
*2 International Financial Statistics Yearbook 2002 IMF 
*3 世界年鑑 2004 共同通信社 

注 ●（）に示されている数値は調査年を示す。（90-98）と示されている場合は 1990年度から 98年度までの間の最新値
を示す 

●「人口」、｛GDP｝及び「外国直接投資純流入額」の「2001年の地域平均値」においては、地域の総数を示す 
●地域は南アジア。ただし「一人当たりカロリー摂取量」における地域はアジア広域 
●就学率が 100％を超えているのは、学齢人口推計値と実際の就学データの間にずれがあるため 
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政府歳入・歳出［インド］ 
 2001年 f 2001年 
 

1999年 
(十億ﾙﾋﾟｰ) 

2000年 p 
(十億ﾙﾋﾟｰ) (十億ﾙﾋﾟｰ) (百万 US$)* 対GDP比** 

歳入＋贈与受取額 2,360.7 2,704.2 3,100.7 65,712.3 13.8% 
 歳入 2,349.7 2,696.9 3,093.7 65,563.9 13.8% 
  経常歳入 2,326.9 2,667.0 2,968.3 62,906.4 13.2% 
    租税収入 1,717.5 1,983.2 2,266.5 48,033.3 10.1% 
    非税収入 609.4 683.8 701.8 14,873.1 3.1% 
  資本歳入 22.8 29.9 125.4 2,657.6 0.6% 
 贈与受取額 11.1 7.3 7.0 148.3 0.0% 
歳出＋純貸付額 3,422.2 3,791.3 4,179.9 88,583.5 18.6% 
 歳出 3,013.1 3,486.8 3,953.1 83,777.0 17.6% 
  経常歳出 2,738.6 3,211.4 3,600.1 76,295.94 16.0% 
  資本歳出 409.1 304.5 226.8 4,806.51 1.0% 
財政収支 -1,061.5 -1,087.1 -1,079.2 -22,871.2 -4.8% 

歳出内訳［インド］ 
 2001年 f 2001年 
 

1999年 
(十億ﾙﾋﾟｰ) 

2000年 p 
(十億ﾙﾋﾟｰ) (十億ﾙﾋﾟｰ) (百万 US$)* 内訳 対GDP比**

歳出 3,013.1 3,486.8 3,953.1 83,777.0 100.0% 17.6%
 一般サービス 195.9 227.6 242.3 5,135.0 6.1% 1.1%
 国防 467.9 541.7 616.8 13,071.7 15.6% 2.7%
 公安 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
 教育 77.1 87.1 87.9 1,862.8 2.2% 0.4%
 保健・医療 53.5 57.7 71.0 1,504.7 1.8% 0.3%
 社会保障・福祉 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
 住宅・生活関連施設 156.2 167.4 175.9 3,727.8 4.4% 0.8%
 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ・文化 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
 エネルギー n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
 農林水産業 174.0 190.8 199.0 4,217.4 5.0% 0.9%
 鉱工業・建設業 67.2 66.0 68.3 1,447.5 1.7% 0.3%
 運輸・通信 60.0 48.4 50.9 1,078.7 1.3% 0.2%
 その他 1,761.3 2,100.1 2,441.0 51,731.4 61.7% 10.9%
f: The letter f denotes forecasted or projected data. 会計年度は 4月～3月 
p: The letter p denotes data that are preliminary or provisional. 
 *:対ﾄﾞﾙ換算ﾚｰﾄはMarket Rate, Period Average 出典は International Financial Statistics Yearbook 2002 IMF 
**:GDPの出典は The World Economic Outlook 2003 IMF Homepage 
出典 Government Finance Statistics Yearbook 2002 IMF 

JICAの対インド技術協力 
通貨単位 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 累計 
億円 10.19 9.83 9.03 10.15 9.60 209.32
百万ドル 7.79 8.63 8.38 8.35 7.66 
注：年の区切りは日本の会計年度（4月～3月）。また対ドル換算レートは OECD Homepageによる。 
出典 JICA実績表 2003年 3月 国際協力機構 
我が国の対インド ODA実績 （支出純額、単位：百万ドル） 

贈与 政府貸付 暦年 
無償資金協力 技術協力 計 支出総額 支出純額 合計 

97 31.84 (6) 23.26 (5) 55.10 (11) 641.26 436.70 (89) 491.80 (100)
98 23.10 (5) 20.51 (4) 43.62 (9) 681.88 461.33 (91) 504.95 (100)
99 14.57 (2) 22.48 (4) 37.05 (6) 864.95 569.97 (94) 634.02 (100)

2000 3.47 (1) 21.38 (6) 24.85 (7) 630.64 343.31 (93) 368.16 (100)
2001 5.32 (1) 18.03 (3) 23.34 (4) 814.84 505.52 (96) 528.87 (100)
累計 512.70 (6) 306.99 (4) 819.65 (10) 10,634.10 7,105.08 (90) 7,924.74 (100)

注：年の区切りは 1月～12月の暦年。 （ ）内は ODA合計に占める各形態の割合(%) 
出典 ODA国別データブック 2002年 外務省 
DAC諸国・国際機関の対インド ODA実績 （支出純額、単位：百万ドル） 
暦年 1位 2位 3位 4位 5位 うち日本 合計
98 日本 505.0 英国 186.6 ﾄﾞｲﾂ 106.5 ﾃﾞﾝﾏｰｸ 37.7 ｵﾗﾝﾀﾞ 27.0 505.0 915.1
99 日本 634.0 英国 131.7 ﾄﾞｲﾂ 29.6 ﾃﾞﾝﾏｰｸ 25.1 ｽｲｽ 19.4 634.0 838.3

2000 日本 368.2 英国 204.2 ﾄﾞｲﾂ 15.6 ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 15.4 英国 14.6 368.2 650.3
 
暦年 1位 2位 3位 4位 5位 その他 合計
98 IDA 578.5 CEC 50.1 UNICEF 29.9 WFP 12.3 Montreal Protocol 10.7 31.8 713.2
99 IDA 486.1 CEC 77.9 UNICEF 30.5 WFP 21.4 UNDP 16.0 32.6 664.6

2000 IDA 655.2 CEC 59.7 UNICEF 31.9 WFP 27.0 UNDP 21.2 51.7 864.5
注：年の区切りは 1月～12月の暦年。 出典 ODA国別データブック 2002年 外務省 















































































６．事業事前計画表（基本設計時） 

１．案件名 

インド国 サルダール・バルバイ・パテル小児医療教育病院整備計画 

２．要請の背景（協力の必要性･位置付け） 
インド国は保健指標を近隣諸国のバングラデシュ、ネパール、パキスタンなどと比較した場合、

5 歳未満児死亡率、出生時の平均余命、予防接種接種率および合計特殊出生率などでは同等の値
であるが、乳児死亡率は最も高い。オリッサ州の保健指標はインド国平均に比べても更に低く、
特に乳児死亡率はインド全土で最も悪い値である。オリッサ州においては保健医療分野の全般的
な改善が必要であり、特に小児医療分野の改善が重要課題である。 

この現状を改善すべく、オリッサ州政府保健部は「オリッサビジョン 2010」を策定し、乳児死
亡率の減少を主要目標の一つに掲げ努力している。 

サルダール・バルバイ・パテル小児医療教育病院（以降本病院と称する）は、小児医療に関す
るオリッサ州の公的トップレファラル病院であると共に同州の医科大学大学院生に対しての小児
医療教育も行っている。本病院は 200年以上前に当時の総督邸として建設された建物を病棟に転
用し、外来診療棟を増築することで 1960年代に小児病院として運営を開始し、増築を重ね、現在
は 200床の小児病院として運営されている。しかし建物が分散配置されていること、必要機材が
不足していると共に更新の必要な老朽機材が多いことなどから、適切で効率的な医療サービスの
提供に支障をきたしている。また、施設･機材の質的･量的不備のために意図する教育ができない
状況である。 

このような本病院の状況を改善するために、オリッサ州政府保健部は、本病院の施設･機材の改
善計画を策定し、日本国政府に同計画に対する無償資金協力を要請した。日本国政府は、無償資
金協力案件として、本病院の施設･機材の改善計画のうち、新設建物を建設して機能が分散してい
る諸室を集約すると共に必要な医療機材を供与する必要性は高く、協力実施の妥当性が高いこと
を認識した。 
３．プロジェクト全体計画概要 
(1)プロジェクト全体計画の目標 
本病院の提供する小児医療サービスが改善すると共に、その医療サービスの実践を通して行
われる大学院教育が充実する。 

裨益対象の範囲及び規模：インド国オリッサ州住民 約 35,000,000人 
(2)プロジェクト全体計画の成果 
ア．本病院の施設／機材が整備される。
イ．本病院の運営体制が整備される。 

(3)プロジェクト全体計画の主要活動 
ア．本病院の施設／機材を整備する。
イ．機材管理システム構築のための技術訓練を実施する。
ウ．上記施設･機材を使用して医療サービスを提供すると共に大学院教育を行う。 

(4)投入（インプット） 
ア．日本側：無償資金協力  8.35億円
イ．相手国側 

① 必要な人員の確保 
現有要員に加えて、ICU 及び新生児病棟の看護婦長 1 名、看護婦 16 名、看護補助 16
名および機材管理要員として技術者を 1名追加雇用する。 

 49 



② 既存棟の改修および植栽工事 
③ 施設･機材の運営維持に係る経費 

(5)実施体制 
実施機関：サルダール・バルバイ・パテル小児医療教育病院 
主管官庁：インド国オリッサ州政府保健家族福祉部 

4. 無償資金協力案件の概要 
(1)サイト 

オリッサ州カタック市サルダール・バルバイ・パテル小児医療教育病院敷地内 
(2)概要 

ア． 本病院敷地内に新設建物として外来･検査棟（RC 造 2 階建て、約 1,655 ㎡）、手術･病棟（RC
造 2 階建て、約 1,491 ㎡）、付属棟（RC 造平屋建て、約 110 ㎡）、延床面積約 3,256 ㎡を建

設する。 
イ． 医療機材の調達 

上記新設建物および既存建物の ICU 病棟、新生児病棟、一般病棟、外来･検査部門、手術

部門に対して医療機材を調達する。 
ウ． 機材管理要員および病院スタッフを対象に、機材管理システム構築のための技術指導を行う。

(3)相手国側負担事項 
建設予定地の整地工事 

(4)概算事業費 
概算事業費 8.42 億円（無償資金協力 8.35 億円、インド国側負担 0.07 億円） 

(5)工期 
詳細設計・入札期間を含め、約 18 ヶ月(予定) 

(6)貧困、ジェンダー、環境および社会面の配慮 
ア． ICU においては現在、全入院患者が入院費および機材使用料を支払うことが原則であるた

め、貧困層の患者は入院すらできなかったが、本計画においては ICU に無料病床が確保

されるため、貧困者カードを有す貧困層の救済が図れる。 

イ． 現在、本病院の医療廃棄物は、敷地内に穴を掘り焼却しているが、本計画において医療廃

棄物用の電磁波滅菌装置および破砕器を導入し、当地の環境基準に合致する医療廃棄物処

理が可能となる。 

５．外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

・ サイクロン、地震などの甚大な自然災害が起きない。 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 
特になし。 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 
(1)プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

 
 
 

(2)その他の成果指標 
特になし。 

(3)評価のタイミング 
2007 年度（2007－08 年）以降（施設・機材稼動開始後 1 年経過以降） 

指標 現状（2003－04） プロジェクト後（2007－08） 
ICU 入院患者数（人）  381 
下位医療機関からのﾚﾌｧｰ数（件）  3,895 

増加する 
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調査名  インド国サルダール・バルパイ・パテル小児医療教育病院整備計画 ７
．
収
集
資
料
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ス
ト

 

 

番号 名      称 
形態 

図書･ビデオ 
地図･写真集 

 
ｵﾘｼﾞﾅﾙ･ｺﾋﾟｰ 

 
発 行 機 関 

 
発行年 

１ The Environment (Protection) Act, 1986 (29 of 
1986) 

図書 オリジナル Universal Law Publishing Co., 
Pvt. Ltd. 

2004年 

2 The Environment (Protection) Act, 1986 and 
Rules Thereunder 

図書 オリジナル オリッサ州公害防止局 1998年 

3    Labour Laws 図書 オリジナル Nabhi Publications 2004年 
4 Orissa Health System Development Project 

Bid Documents Vo. III Bill of Quantities for New 
Construction, One Time Repair and Renovation 
of Capital Hospital Bhubaneswar 

図書 オリジナル   Architects Team Consultants ---

5 Orissa Health System Development Project 
Bid Documents Vo. I to Vo. IV for Proposed 
Interior/Civil Works to Health Information 
Resource Center at Capital Hospital 
Bhubaneswar 

図書 オリジナル M/S Architects & Associates --- 

6 Orissa Health Systems Development Project 
(World Bank Assisted) 
Manual on Hospital Waste Management 

図書 オリジナル オリッサ州政府 2001年 

7 Orissa Health Sector Reform 
Draft Action Plan for Year-1 
(Based on Orissa Health Policy and Strategy 
adopted by the Government of Orissa in 2003) 

図書 オリジナル オリッサ州保健家族福祉部 2003年 

8 Orissa Development Authorities Manual 
Orissa Law Reviews 

図書 オリジナル Orissa Court Reviews 2003年 
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番号 名      称 
形態 

図書･ビデオ 
地図･写真集 

 
ｵﾘｼﾞﾅﾙ･ｺﾋﾟｰ 

 
発 行 機 関 

 
発行年 

9  Bulletin
SCB Medical College & Hospital 

図書 オリジナル SCB Medical College & Hospital 2003年 

10 Lady Hardinge Medical College & Associated 
Hospitals New Delhi 
Annual Report 2002 

図書 オリジナル Lady Hardinge Medical College 2003年 

11 Organization of a Special Care Neonatal Unit 図書 コピー   --- ---
12 Norms for Accreditation of 

Level II Special Care Neonatal Units 
図書 プリント  National Neonatology Forum 1991年 

 
13 Norms for Accreditation of Level III Special Care 

Neonatal Units 
図書 プリント  National Neonatology Forum 1998年 

 
14 Cuttack Development Authority (Planning and 

Building Standards) Regulations, 2001 
図書 オリジナル Cuttack Law Revies 2004年 

15 Guidelines for Setting Up Blood Storage Centres 
at First Referral Units 

図書 コピー オリッサ州保健家族福祉部 2003年 

16 建築確認申請用の提出図面 図書 コピー   --- ---
17 Code of Practice for Installation and Maintenance 

of Internal Fire Hydrants and Hose Reels on 
Premises (First Revision) 

図書 コピー Bureau of Indian Standards 1990年 

18 Fire Protection Manual 
(Internal Appliances, Fire Engines, Trailer Pumps 
and Hydrant Systems) 

図書 コピー  Tarrif Advisory Committee 1998年 

19 National Accounts Statistics 2003 図書 オリジナル 中央統計局 2003年 
20 Road Guide to Orissa， Bhubaneshwar  

Delhi 
地図 オリジナル TKK Healthcare Ltd. --- 

 

 



８．その他の資料･情報 

8-1 ICU病床数の算定法 
 
１）計算の前提条件 

ａ）ICU では瀕死の重篤患者のケアを行う。瀕死の重篤患者とは、医師により ICU でのケア
が必要と判断される患者を言う。 

ｂ）ICUケアは原則として有料とする。ただし貧困者に対しては受益者負担費を流用して負担
の軽減または免除を行い、全ての重篤患者を受け入れることとする。（そのための制度を確

立する） 
ｃ）計算には次の統計をもちいる。①現地調査期間中に院長から提供された 2003 年 7 月から

2004 年 5 月までの ICU 患者統計、②質疑回答書に示された 2003 年 4 月から 2004 年 3
月までの全体患者統計、及び③現地調査期間中に外科医長から提供された 2004 年 5 月ま
での過去十数ヶ月間の外科の患者統計。 

２）ICU計画病床数の計算 

  ａ）計算基本式 
（計画病床数）＝（必要病床数）÷（計画病床利用率） 

①（必要病床数）＝（重篤患者数）ｘ（平均在室日数）÷365日 ｘ 1床/人 
②（計画病床利用率）＝需要変動を克服して計画患者数を確保するために必要な病床数の

ゆとり。本計画では 90％に設定する。 
  ｂ）必要病床数の計算 
    ①基本式 

（必要病床数）＝（重篤患者数）ｘ（平均在室日数）÷365日 ｘ 1床/人 
    ②重篤患者数の計算式 

     ICUケアが必要な重篤患者とは、医師によって重篤であると判断されて実際に ICUでケ
アされた患者、及び重篤であったが何らかの理由で ICUケアを受けられなかった患者の
和であるから、次のように表すことができる。 
（重篤患者数）＝（ICUケアを受けた重篤患者数） 

＋（ICU以外でケアされた重篤患者数） 
  ｃ）内科の ICU病床数 

①ICUケアを受けた内科の重篤患者数 
2003年～2004年における 10ヶ月間の実績統計によれば、新生児 165人（死亡 82人、
生還 83人）、小児 216人（死亡 70人、生還 146人）であり、年間ではそれぞれ次のよ
うに計算される。 

         ⅰ/ 新生児……………………165ｘ12/10＝198人 
         ⅱ/ 乳児・小児………………216ｘ12/10＝259人 

②ICU以外でケアされた内科の重篤患者数 
（ICU以外でケアされた内科の重篤患者数） 

＝（ICU以外でケアされた内科の重篤患者死亡数） 
＋（ICU以外でケアされた内科の重篤患者生還数） 

であるから、ICU以外で死亡した内科の重篤患者の死亡数と死亡率がわかれば 
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（ICU以外でケアされた内科の重篤患者数） 
＝（ICU以外でケアされた内科の重篤患者死亡数）÷（当該死亡率） 

と表現できる。 
ここで、ICU以外でケアされた重篤患者死亡数は（死亡患者総数）－（ICU死亡患者数）
であり、次のように計算される。 
   ⅰ/ 新生児の場合 

総死亡者数＝344 
外科患者と内科患者の割合＝606：（8045-606）=7.5：92.5 

       内科死亡患者数＝344ｘ0.925＝318人 
ICU 以外での死亡重篤患者数＝318人－82ｘ12/10＝220人 

         ⅱ/ 乳児・小児の場合 
総死亡者数＝380 
外科患者と内科患者の割合＝606：（8045-606）=7.5：92.5 

             内科死亡患者数＝380ｘ0.925＝352人 
ICU 以外での死亡重篤患者数＝352人－70ｘ12/10＝268人 

 
ICUにおける重篤患者の死亡率は、上記①に挙げた実績統計値より、新生児＝50％、乳
児・小児＝33％と計算されるが、ICU 以外でケアされた重篤患者の死亡率はそれより

ずっと高いはずである。ただしこの死亡率を推計する統計資料がないため、病院との協

議の中で新生児 80％、乳児・小児 60％と設定することに合意した。この場合、ICU以
外でケアされた重篤患者数は以下のとおり計算される。 

ⅰ/ 新生児……………………220人÷0.8＝275人 
   ⅱ/ 乳児・小児………………268人÷0.6＝447人 

③重篤患者総数 
 上記①②より以下のとおり求められる。 

ⅰ/ 新生児……………………165人＋275人＝440人 
         ⅱ/ 乳児・小児………………259人＋447人＝706人 

④ICUにおける平均在室日数 
2003 年 7 月から 2004 年 5 月までの統計では、ICU における滞在日数の平均値は以下
のとおりである。 
新生児………生還患者＝7.3日     乳児･小児………生還患者＝6.8日 

死亡患者＝5.0日          死亡患者＝2.7日 
これより新生児と乳児･小児のそれぞれの平均在室日数を加重平均で求めると以下のと

おりである。 
ⅰ/ 新生児  ＝（7.3ｘ 83/165＋5.0ｘ82/165）＝6.2日 
ⅱ/ 乳児･小児＝（6.8ｘ146/216＋2.7ｘ70/216）＝5.5日 

    ⑤必要病床数 
以上より必要病床数は、上記ｂ）の基本式に上記③④を代入して次のとおり求められる。 
（必要病床数）＝（重篤患者数）ｘ（平均在室日数）÷365日 ｘ 1床/人 

ⅰ/ 新生児…………… 440人ｘ6.2日÷365日 ｘ 1床/人＝ 7.5床 
ⅱ/ 乳児・小児……… 706人ｘ5.5日÷365日 ｘ 1床/人＝10.6床 
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  ｄ）外科の ICU病床数 

    ①患者統計（2004年 5月より過去十数ヶ月のサンプル統計） 
患者の分類 統計患者数 補正患者数

120時間 ICUケア必要患者 78 64

その他 97 79新生児 

合計 175 143

24時間 ICUケア必要患者 132 108

その他 336 273乳児･小児 

合計 468 381

手術患者 

合計 643 524

非手術患者  100 82

合計 743 606
補正患者数＝2003-04年における 1年間の外科の入院患者数は 606人であり、上記のサンプル

は 1年間の入院患者数を上回っており、1年を超える期間の統計値である。そこ
で 1年の値に換算した場合の患者数 

②重篤患者総数 
 上表より１年間の推計重篤患者数は次のとおりである。外科には ICUがないため、全て
の重篤患者は ICU以外（一般病室）で看護された。 

ⅰ/ 新生児……………………  64人 
         ⅱ/ 乳児・小児……………… 108人 
    ③ICUにおける平均在室日数 
     上表の必要ケア時間に入れ替えや準備等の 1日を加えて次のとおり求められる。 

ⅰ/ 新生児……………………  120時間/24時間＋1＝6日 
         ⅱ/ 乳児・小児………………  24時間/24時間＋1＝2日 

④必要病床数＝（重篤可能患者数）ｘ（平均在室日数）÷365日 ｘ 1床/人 
ⅰ/ 新生児…………… 64人ｘ6日÷365日 ｘ 1床/人＝1.1床 
ⅱ/ 乳児・小児………108人ｘ2日÷365日 ｘ 1床/人＝0.6床 
 

外科に必要な病床数は少ないのでこれを内科と別個に維持するのは極めて非効率的であ

る。そこで外科の ICU 病床は内科の ICU に確保し、日常の利用・管理は共同で行うこ
ととする。 
 

ｅ）計画病床数 
    上記ｃ）⑤、及びｄ）④より外科と内科を合わせた計画病床数は以下のとおりである。 

ⅰ/ 新生児…………………… 7.5床＋1.1床＝ 8.6床→ 9床 
         ⅱ/ 乳児・小児………………10.6床＋0.6床＝11.2床→12床 
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8-2 新生児病床数の算定法 
 

１）計算の前提 

全ての新生児患者は、外科の患者を含めて、新生児病室または NICUにおいてケアできる病床
数を設定する。ICU の患者を含めて外科の新生児患者の予後を外科の一般病床でケアするか、

新生児病棟でケアするかは専門医の判断に委ねる。 
 

２）新生児病床数の計算 
ａ）基本式  

新生児病棟の計画病床数は以下のとおり計算される。 
（計画病床数）＝（新生児患者用総病床数）－（NICU病床数） 

ここで、 
①（新生児患者用総病床数）＝（新生児入院患者総在室数）÷365日÷（計画病床利用率） 
② NICU病床数＝9床 
③（計画病床利用率）＝需要変動を克服して計画患者数を確保するために必要な病床数の

ゆとりをもたせるための係数。本計画では 90％に設定する。 
 

ｂ）新生児入院患者総在室数 
新生児入院患者総在室数は次式で求められる。 
（新生児入院患者総在室数）＝（新生児入院患者生還者数）ｘ（生還者平均在院日数） 

                  ＋（新生児入院患者死亡者数）ｘ（死亡者平均在院日数） 
    ここで、 

①平均在室日数は各病棟の昨年来の実績値を採用して死亡患者の場合＝4.4 日、生還患者
の場合は＝10.5日とする。 
②新生児死亡患者数＝ 344人 
③新生児生還患者数＝（新生児入院患者数）－（新生児死亡患者数） 

＝1,418－344人＝1,074人 
 

以上より、新生児入院患者総在室数は上の式に①②③を代入して以下のとおり求められる。 
1,074人ｘ10.5日＋344人ｘ4.4日＝12,790人日 

 
 
ｃ）新生児患者用総病床数はａ）①式より以下のとおり求められる。 

＝12,790人日／365日ｘ1床／人÷0.9＝38.9床→39床 
従って新生児病棟病床数はａ）①の基本式より 39床－9床＝30床（外科を含む） 
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8-3　受益者負担費料金表
2004年7月現在

HEMATOLOGY 単位 ﾙﾋﾟｰ RADIOLOGY 単位 ﾙﾋﾟｰ

Differencial count 10 X-Ray (6"1/2 x 8"1/2) 40
Total Platelate Count 10 X-Ray (8" x 10") 40
Total White cell count 10 X-Ray (10"x12") 50
Sicklining 20 Barium Meals (1st Film) 50
Haemoglobin 05             (extra Film) 40
Packed cell volume 10 X-Ray Portable 100
Reticulocyte count 20(10) ECG 50
Malaria Test 10 Ultrasound 150
Microfilaria 10 Ultrasound with Photo 200
Bleeding time 05
Cloting time 05 URINE ANALYSIS
Malaria PF/PV 170
ESR 10 Routine test 10
PS comment 10 Bile Salt 10

Bile pigment 10
SEROLOGY Urobilinogen 10

Ketonebodies 10
VDRL 20 Chyle 10
Widal 40 24 hrs. Urine protein 20
ASO 50
CRP 50 STOOL ANALYSIS
Mycodot 80
G6 PD 70 Routine test 10
Australia Antigen 50 Occult blood 10

Sugar 10
BIOCHEMISTRY

OTHERS
FBS 20
PPBS 20 Blood Gas Analyser 150(100)
Urea 20 Pulse Oxymeter 25
Creatinine 20 Radiant Warmer 50
Cholesterol 20 Phototherapy Unit 50
Protein 20 Monitor 50
Albumin 20 Bilirubinometer 20
SGOT 20 Ventilator 200
SGPT 20 Endoscope 200
Alkaline Phosphate 20 Cuttery 50
Billirubin 20 Pulse Oxymeter (O.T.) 50
Sodium 20 Chest tube 50
Potassium 20 Blood Sugar (Glucometer) 30
Phosphorus 30 ICU (per day) 200(150)
Calcium 30 Newborn Unit (Admission) 50

Cabine (per day) 150(100)
CYTOLOGY Infusion Pump 25

Syringe Pump 25
Sputum AFB 20
          GM stain 20 AMBULANCE
Throat swab GM stain 20
                Albert stain 20 One person (inside city) 75
Nasal smear LS stain 20 More than one person 30
                GM stain 20 For outside per k.m. 3
Fluid cyotology 30
Fluid Chemical Analysis 50
            (Sugar Protein)

(  ）内金額は2004年6月以前の金額
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8-4  ICUにおける無料病床設置の検証 
 
１）ICUにおける有料病床数、無料病床数の算定 

付属資料－1「ICU 病床数の算定法」で算定された ICU の病床数は NICU：9 床、PICU：12
床であるが、それらは計画必要数であり、有料病床と無料病床が合計された病床数である。 
オリッサ州では、州政府が発行する貧困者カード保有者が人口の 47％といわれているので、上
記 ICU病床数の有料病床数と無料病床数は計算上、以下のように考えられる。 

NICU 有料病床数 
無料病床数 

9床×53％ ＝ 4.77床 
9床×47％ ＝ 4.23床 

PICU 有料病床数 
無料病床数 

12床×53％ ＝ 6.36床 
12床×47％ ＝ 5.64床 

２）無料病床数の検証 
NICU 及び PICU において、有料病床からの受益者負担費収入で無料病床を含めた各 ICU の
運営費用が賄えれば、ICUの運営ひいては病院の適正運営に支障をきたさないといえる。この
ことから、上記の１）で算定された有料病床数、無料病床数を基に、ICUにおける無料病床設
定を検証する。 

  ａ）NICU 
A：運営費用（年間） 
人件費 看護婦長 ＝6,000Rs/日×12ヶ月×9/(9+12)＝ 30,857Rs/年 
 （看護婦長は NICUと PICUで共用する） 
 看護婦 ＝4,000Rs/日×12ヶ月×8       ＝ 389,000Rs/年 
 看護婦補助員 ＝2,000Rs/日×12ヶ月×8       ＝ 192,000Rs/年 
機材年間保守管理契約費（AMC）    別表より             ＝ 235,803Rs/年   
  Aの合計 847,660Rs/年 

B：受益者負担費収入（年間） 
機材使用料                         別表より             ＝ 591,959Rs/年 
入院費  4.77床×200Rs/床×365日/年    ＝ 348,210Rs/年  
  Bの合計 940,169Rs/年 

以上より B＞A であり、有料病床の受益者負担費収入で無料病床を含めた NICU：9 床の
運営に支障をきたさないことが検証される。 

  ｂ）PICU 
A：運営費用（年間） 
人件費 看護婦長 ＝6,000Rs/日×12ヶ月×12/(9+12)＝ 41,143Rs/年 
 看護婦 ＝4,000Rs/日×12ヶ月×8       ＝ 389,000Rs/年 
 看護婦補助員 ＝2,000Rs/日×12ヶ月×8       ＝ 192,000Rs/年 
機材年間保守管理契約費（AMC）    別表より             ＝ 266,057Rs/年   
  Aの合計 888,200Rs/年 

B：受益者負担費収入（年間） 
機材使用料                         別表より             ＝ 567,868Rs/年 
入院費  6.36床×200Rs/床×365日/年    ＝ 464,280Rs/年  
  Bの合計 1,041,148Rs/年 

以上より B＞Aであり、有料病床の受益者負担費収入で無料病床を含めた PICU：12床の
運営に支障をきたさないことが検証される。 
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  ICU機材年間保守管理契約費（AMC）推計表 
ICU 機材名 設置台数 AMC単価 AMC価格 

吸引器 9 Rs. 340 Rs. 3,060 
輸液ポンプ 9 1,060 9,540 
シュリンジポンプ 6 840 5,040 
低圧持続吸引器 2 360 720 
患者監視装置 9 9,000 81,000 
人工呼吸器 2 25,000 50,000 
ウォーマー付新生児処置台 9 2,500 22,500 
光線治療器 7 2,000 14,000 
超音波ネブライザー 1 1,800 1,800 
血液ガス分析装置 1 75,000×9/21 32,143 

(PICUと共用)  
ビリルビンメーター 1 16,000 16,000 

NICU 

 合計 235,803 
吸引器 12 Rs. 340 Rs. 4,080 
輸液ポンプ 12 1,060 12,720 
シュリンジポンプ 7 840 5,880 
低圧持続吸引器 2 360 720 
患者監視装置 12 9,000 108,000 
人工呼吸器 3 25,000 75,000 
除細動器 1 10,000 10,000 
ウォーマー付新生児処置台 2 2,500 5,000 
超音波ネブライザー 1 1,800 1,800 
血液ガス分析装置 1 75,000×12/21 42,857 

(NICUと共用)  

PICU 

  合計 266,057 
 
 
  ICU機材受益者負担費収入（年間） 

ICU 機材名 
使用単価 
(Rs/日) 

有料病床数 
利用率 
回/日人 

年間使用料 

輸液ポンプ 25 4.77人 1 Rs. 43,526
シュリンジポンプ 25 4.77 0.6 26,116
患者監視装置 50 4.77 1 84,053
人工呼吸器 200 4.77 0.3 104,463
ウォーマー付新生児処置台 50 4.77 1 87,053
光線治療器 50 4.77 0.8 69,642
血液ガス分析装置 150 4.77 0.6 156,695
ビリルビンメーター 20 4.77 0.5 17,411

NICU 

 合計  591,959
輸液ポンプ 25 6.36 1 Rs. 58,035 
シュリンジポンプ 25 6.36 0.6 34,821
患者監視装置 50 6.36 1 116,070
人工呼吸器 200 6.36 0.3 139,284
ウォーマー付新生児処置台 50 6.36 0.17 19,732
血液ガス分析装置 150 6.36 0.6 208,926

PICU 

  合計  576,868

 

 59 



8-5 ソフトコンポーネント計画書 
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１. ソフトコンポーネントを計画する背景 

１－１．本病院の現在の機材運用・維持管理体制 

本病院では、副院長のもと中央倉庫担当者 2 名が機材の台帳及び修理状況等を記帳しているの

みであり、機材の運用・維持管理を担当する部門も無く、専門技術者も配置されていない。日常

の運用・維持管理については全て機材使用部門の看護師が担当している。さらに、使用部門から

の機材故障、修理要請依頼等の報告システム等が整備されていないため報告・要請が遅延するな

どして機材が不稼動となる期間が発生しているだけでなく、使用されず放置されている機材も出

現している。また、機材の維持・管理分担が明確に規定されていないため、日常の維持管理が適

切に実施されていないために、故障及び交換部品・消耗品等の不足により使用されず放置されて

いる機材も出現している。保有機材の現状が把握できていないとともに、保有機材が有効活用さ

れているとはいえない状況にある。 

 

１－２．本病院の機材運用・維持管理体制整備計画 
病院側も現在の機材の運用・維持管理体制が不備であることを認識しており、受益者協会の収

入により最近調達された機材の一部についてはメーカー/代理店と年間保守契約(AMC 契約：

Annual Maintenance Contract)を締結し機材の保守に努めるとともに、運用・維持管理体制を整

備、確立することを計画している。具体的には、副院長直属に機材の管理のための技術者もしく

は技能者を受益者協会の収入により雇用し機材の運用・維持管理システムを構築するとともに、

維持管理が難しい機材については全てメーカー/代理店と AMC契約を締結し定期点検を受けるこ

とにより機材の不稼動期間の発生を防止するとともに、機材を一元管理して有効活用を図る計画

を策定している。 

 

１－３．ソフトコンポーネント支援の必要性 
調達機材をはじめとし保有機材の不稼動を排除し有効活用を図るには、機材の運用・維持管理

システムが構築される必要がある。同システムは機材管理番号の設定、機材台帳及び付随する部

品、消耗品在庫台帳等の改定・整備、使用部門からの報告フォーム等の整備などで構築される。 

また、機材の維持管理は、使用者が実施する維持管理と専門技術者による故障時の修理や定期

点検がある。現状では使用者による機材の使用前後の点検及び清掃等がシステム化されていない

とともに、専門技術者が配置されていないため故障時の修理は全て故障発生の度にメーカー/代理

店へ依頼しているがこれもシステム化されていない。さらに、機材の定期点検については、一部

機材については AMC契約によりメーカー/代理店の定期点検があるもののこれを管理するシステ

ムも整備されていない。専門技術者が配置されることにより点検システムの構築が図れる。 

病院側が上記１－２の機材運用・維持管理体制整備を計画していることを踏まえて、同計画を

さらに効果的に確立するために、機材運用・維持管理体制構築をソフトコンポーネントにて支援

する。 
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２．ソフトコンポーネントの目標 
２－１．ソフトコンポーネントの目標 

本病院が計画している機材運用・維持管理体制構築を支援し、機材の運用・維持管理体制能力

の向上を図る。 

 

２－２．ソフトコンポーネント支援の具体的目標 

（１）機材及び部品等の一元管理化、並びに維持管理・履歴管理支援 
機材台帳や部品・消耗品台帳等の整備、機材の保守・管理マニュアル類の整備を支援する

とともに、各機材の修理・保守履歴を記録することにより、維持管理、故障予測、適切な在

庫管理等を図るためのシステムの構築を支援することで運用・維持管理の技術移転を行う。 

 

（２）機材の運用･維持管理体制づくり支援 
現状では機材の運用･維持管理体制が確立していないので、同体制づくりを支援する。 

 

（３）予防的維持管理支援 
予防的維持管理の実行は、故障等による機材の不稼動期間発生を防止するとともに、維持

管理経費の軽減に資するだけでなく、安全性の確保という機材の基本的問題にも直結してい

る。 

予防的維持管理には、機材の使用者が行うものと機材の専門技術者が行うものがある。機

材の使用者が行う予防的維持管理は、機材の清掃から始まり簡単な始業・終業点検等である

が、確実に実施されることにより重大な故障の防止効果は非常に高い。一方、機材の専門技

術者が行うべき予防的維持管理は、定期点検等を実施することにより機材の状態を把握し、

使用者への注意や部品の交換時期を把握するなどして、機材の稼働能力を常に保っていくこ

とを目的としている。機材毎に専門知識が必要な機材は全て、メーカー/代理店とAMC契約

を締結してこれらの専門技術者により定期点検等を実施することが適切である。 

機材の使用者が行う予防的維持管理である機材の清掃から始まり簡単な始業・終業点検等

のシステム化、メーカー/代理店とのAMC契約の管理のシステム化を支援する。 

 

（４）機材の故障を始めとする不具合発生時の解決システム構築支援 
機材の故障を始めとする不具合が発生した場合には、早急にメーカー/代理店に連絡し、こ

れらを解決しなければならない。機材故障、修理要請依頼の報告システム等の構築を支援す

る。 

調達機材については、使用者による誤使用の防止や日常点検等による初期トラブル防止、

機材及び部品等の適切な管理方法の整備・マニュアル化並びに予防的維持管理の技術移転を

実施する。 

現在の維持管理体制は、故障が発生した際に修理を行う初歩的維持管理だけの状況にある

ため、総合的な体制構築の技術指導を実施する。 

 - 2 - 



３．ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントを実施した場合、以下の成果が期待できる。 

（１）機材及び部品等の一元管理化並びに維持管理履歴システムの構築により、機材台帳などが

整備される。 

（２）機材の運用・維持管理体制が明確に規定されることにより、機材維持管理に対する責任体

制が強化される。 

（３）予防的維持管理システムの構築により、故障・不稼働が軽減する。 

（４）機材の故障を始めとする不具合等発生時の解決システムが構築されることにより、機材の

修理が迅速に行われる。 

このような成果を通し、機材の運用・維持管理能力が向上することで、維持管理費用の軽減、機

材の安全性確保並びに調達機材の長期にわたる使用、効率的且つ効果的な使用が可能となることか

ら、協力成果の持続性の確保及び協力成果のさらなる向上等が期待できる。 

 

４．成果達成度の確認方法 
ソフトコンポーネントの成果を確認する方法は次のとおりである。 

項目 成果 成果達成度の確認方法 

機材及び部品等の一元管
理化、並びに維持管理履
歴管理システムが構築さ
れる。 

1.機材台帳や部品・消耗品台 
帳等が整備される。 

2.機材の保守・管理マニュアル
類が整備される。 

3.各機材の修理・保守履歴が整
備される。 

１～3については台帳、マニュアル
管理台帳、各機材の修理・保守
履歴フォームの策定、及び使用
状況等のモニタリング。 

機材の運用･維持管理体
制が明確に規定される。 

1.機材の運用・維持管理に対す
る責任体制が強化される。 

1.組織規定等の明文化及び活動状
況のモニタリング。 

予防的維持管理システム
が構築される。 

1.各機材の日常点検マニュア
ルが整備される。 

2. 日常点検マニュアルに基づ
き日常点検が実施される。 

 
 
 
 
 
 
3.各機材の AMC 契約管理台
帳が整備されるとともに、
AMC 契約に基づく定期点
検等が実施される。 
また、定期点検等により指
摘された事項等についてそ
の後のフォローアップ等が
実施される。. 

1.日常点検マニュアルの策定。 
 
2.日常点検記録フォームが策定さ
れる、また、これに点検結果等
が記録されているか、また、不
具合等が発生した場合には機
材故障、修理要請依頼等の報告
システムに基づき遅滞なく運
用・維持管理責任者に報告され
ているかのモニタリング。 

3.各機材の AMC 契約管理台帳の
策定。 

AMC 契約による定期点検結果報
告書等が保管されているかのモ
ニタリング。 
定期点検等により指摘された事
項等について的確に処理されて
いるかのモニタリング。 
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機材の故障を始めとする
不具合等発生時の解決シ
ステムが構築される。 

1.機材故障等不具合発生報告
書フォーム及び修理要請
フォーム等が整備される。 

2.同上フォームが使用され遅
滞なく不具合修正、故障修
理等が実施される。 

1 機材故障等不具合発生報告書
フォーム及び修理要請フォーム
等の策定。 

2.同上フォームが使用され遅滞な
く不具合修正、故障修理等が実施
されているかのモニタリング。 

 

５．ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 
ソフトコンポーネントの活動（投入計画）は次のとおりである。 

ソフトコンポーネントは日本人の機材運用・維持管理専門家１名が本病院に常駐し、副院長直属

として新規に雇用される機材の管理のための技術者もしくは技能者を直接のカウンターパートとし

て実施する。ソフトコンポーネント実施期間は機材引渡し前後 6週間を予定する。 

項目 活動内容 成果品 

機材及び部品等の一元
管理化、並びに維持管理
履歴管理システムの構
築支援 

1.各機材に個別の管理番号を設定し、
パソコンによる機材管理台帳の策定
をカウンターパートと共に行う。（台
帳には機材の修理・保守履歴も含め
る） 

2.パソコンによる機材毎の部品・消耗
品台帳策定を支援するとともに在
庫管理方法の指導をカウンター
パートを始めとし、機材使用者を集
めたワークショップを開催して実
施する。 

3.各機材のマニュアル整備及びマニュ
アル管理台帳の策定をカウンター
パートと共に行う。 

1.機材管理台帳 
 
 
 
 
2.部品・消耗品台帳 
 
 
 
 
 
3.マニュアル管理台帳 
 

機材の運用･維持管理体
制づくり支援 

1.機材の運用・維持管理組織の体制づ
くりを病院幹部と行う。 

1.機材の運用・維持管理規
程 

予防的維持管理 
システムの構築支援 

1.各機材の日常点検マニュアル及び日
常点検記録フォームの策定をカウン
ターパートと共に行う。 

2.各機材の AMC 契約管理台帳策定を
カウンターパートと共に行う。（台帳
には定期点検等により指摘された事
項等についてその後のフォローアッ
プ等の記録が含まれるようにす
る。）. 

1.各機材の日常点検マニュ
アル及び日常点検記録
フォーム 

2.各機材の AMC 契約管理
台帳 

機材の故障を始めとする
不具合等発生の際の解決
システムの構築支援 

1.機材故障等不具合発生報告書フォー
ム及び修理要請フォーム等の策定を
カウンターパートと共に行う。 

2.各機材のメーカー/代理店台帳策定をカ
ウンターパートと共に行う。 

1.機材故障等不具合発生報
告書フォーム及び修理要
請フォーム 

2.各機材のメーカー/代理店
台帳 
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６．ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 
オリッサ州政府は各病院の保守・維持管理体制には問題があるとして、英国 DFID の支援を受け

た「保健政策マネージメント強化支援事業」において現状を分析し、これに基づく改善・強化計画

を 2003年 2月に策定した州の保健開発計画である「オリッサ・ビジョン 2010」に盛り込こんでい

る。この改善・強化計画は機材部門と施設・設備部門の 2 部門に分けて策定されているが、その実

施状況を現地調査の際に調査したところ、州の保健家族福祉部の担当部門も確定していない状況に

あり、何の進捗もないことが判明した。これは、インド国内ではこの種の機材の運用・維持管理に

係るノウハウ及び専門家が不足していることに起因していると考えられる。 

また、病院の機材保守管理を目的として設立され、英国 DfID のプロジェクトにおいて現状分析

を担当するとともに現在は世銀支援による「オリッサ州保健システム開発プロジェクト」において

州政府の機材調達代理人として活動している州の公社である ELMARC 社を訪問調査したところ、

同公社は電気機器開発公社より分離したものであり、機材のハード面の保守管理が重点となってお

り、ソフト面についてはノウハウ、人材等が乏しいことが確認された。 

これより、ソフトコンポーネントは日本人専門家により実施されるのが最善と判断される。 

 

７．ソフトコンポーネントの実施工程 
調達機材が引き渡される時期と相前後して業務を開始する。投入期間は 6 週間を計画し、そのス

ケジュールは次のとおりである。 

週
活動内容 

1 2 3 4 5 6 

機材及び部品等の一元管理化、並びに維持管

理履歴管理システムの構築支援 
      

① 機材及び部品等管理台帳策定       

 ②各機材の保守・管理マニュアル類の整備

及びマニュアル管理台帳策定 
      

機材の運用・維持管理体制作り支援       

予防的維持管理システムの構築支援       

①各機材の日常点検マニュアル策定       

②各機材の AMC契約管理台帳策定       

機材の故障を始めとする不具合等発生の際の

解決システムの構築 
      

① 機材故障等不具合発生報告書フォーム

及び修理要請フォーム等の策定 
      

② 各機材のメーカー / 代理店台帳策定       

その他       

①実施状況モニタリング       

②モニタリング結果の分析・提言       
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８．ソフトコンポーネントの成果品 
施主及び日本側への完了報告書の他、ソフトコンポーネントの成果品として次を予定する。 

   ①機材及び部品等管理台帳 

②マニュアル管理台帳 

   ③各機材の日常点検マニュアル及び日常点検記録フォーム 

   ④AMC契約管理台帳 

   ⑤機材故障等不具合発生報告書フォーム及び修理要請フォーム 

   ⑥各機材のメーカー / 代理店台帳 

   ⑦モニタリング結果報告書 

 
９．ソフトコンポーネントの概算事業費 

ソフトコンポーネントの概算事業費は次のとおり 4,159,000円と積算される。 

 
直接人件費 

従事人月 
担当業務 月額（円） 

現地 国内 計 
横計（円） 

機材運用・維持管理 846,000 1.53  1.53 1,294,380 

合計 

    1,294,380 
千円未満切捨

1,294,000 

 
直接経費 

１） 旅費・日当・宿泊費 

担当業務 等

級 
現地

日数
宿泊費(円) 日当(円) 航空運賃(円) 計(円) 

機材運用・

維持管理 
3 46日 30泊 x11,600=348,000

14泊 x11,600x90% 
=146,160 

30日 x3,800=114,000
16日 x11,600x90% 
 =54,720 

1回 x464,200 
=464,200 

宿泊＋日当 
＋航空運賃= 

合計 
 494,160 168,720 464,200 

 
1,127,080

※航空運賃：東京←→ニューデリー←→ブバネシュワール往復＝464,200円 
 

２） 日本国内旅費 

東京←→成田 1回×4,140 円＝4,140円   4,140円 

３） 車輌費 

１台×42日×6/7×Rs.900×＠2.43円＝78,732円  78,732円 

 直接経費合計 1,209,952円 

  （千円未満切捨） 1,209,000円 
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間接費 

１） 諸経費：直接人件費 x90% 

      1,294,380 円×90% = 1,164,942 円  1,164,942円 

２） 技術経費：（直接人件費＋諸経費）x20% 

     (1,294,380 円+1,164,942 円) ×20% = 491,864 円  491,864円 

 間接費合計 1,656,806円 

 （千円未満切捨） 1,656,000円 

 

 ソフトコンポーネント費合計 4,159,000円 

 
１０．相手国実施機関の責務 

ソフトコンポーネント支援により機材の運用・維持管理体制が整備されることとなるが、機材の

AMC契約費用、修理費用、部品及び消耗品購入費用等の資金手当てがなされなければ効果は持続し

ていかない。それら費用を受益者協会の収入により継続的に確保すること。 

また、日本側による供与機材の引渡し以前に機材維持管理の技術者を雇用すること。 

日本側協力対象事業の完了後には、機材の運用・維持管理組織体制の強化に引き続き努めるとと

もに、定期的に院内でワークショップを開催し、機材の使用者の意識を高めること。 
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９.  インド国側負担経費 概算根拠

１．建設予定地整地
(1) 障害物撤去
1) 既存トイレ基礎撤去（11m×17m） 63,000 ﾙﾋﾟｰ
2) 既存井戸撤去 171,000 ﾙﾋﾟｰ
3) 既存道路撤去 126㎡×450ﾙﾋﾟｰ/㎡= 56,700 ﾙﾋﾟｰ

小計 290,700 ﾙﾋﾟｰ
→ 291,000 ﾙﾋﾟｰ

(2) 樹木伐採  （26本） 141,750 ﾙﾋﾟｰ
→ 142,000 ﾙﾋﾟｰ

(3) 排水路切り廻し
1) 新排水路掘削工事 176m×4,500ﾙﾋﾟｰ/m= 792,000 ﾙﾋﾟｰ
2) 旧排水路埋め戻し 177m×4,500ﾙﾋﾟｰ/m= 796,500 ﾙﾋﾟｰ

小計 1,588,500 ﾙﾋﾟｰ
→ 1,589,000 ﾙﾋﾟｰ

合計 2,022,000 ﾙﾋﾟｰ

２．既存棟改修
(1) 旧内科病棟
1) 内壁ペイント 1,048㎡×107.1ﾙﾋﾟｰ/㎡= 112,240.8 ﾙﾋﾟｰ
2) 機材ﾒﾝﾃﾅﾝｽｼｮｯﾌﾟ改修 50㎡×1,000ﾙﾋﾟｰ/㎡= 50,000.0 ﾙﾋﾟｰ

小計 162,240.8 ﾙﾋﾟｰ
→ 162,000.0 ﾙﾋﾟｰ

(2) 現外科病棟
1) 内壁ペイント 1,280㎡×107.1ﾙﾋﾟｰ/㎡= 137,088 ﾙﾋﾟｰ
2) 手術室改修 170㎡×1,000ﾙﾋﾟｰ/㎡= 170,000 ﾙﾋﾟｰ

小計 307,088 ﾙﾋﾟｰ
→ 307,000 ﾙﾋﾟｰ

(3) 外来診療棟：連絡通路(現未使用トイレ)改修
1) コンクリート 4 m3×3,110.3ﾙﾋﾟｰ/m3= 12,441.72 ﾙﾋﾟｰ
2) モルタル仕上げ：床 12㎡×186.84ﾙﾋﾟｰ/㎡= 2,242.08 ﾙﾋﾟｰ
3) モルタル仕上げ：壁 48㎡×202.5ﾙﾋﾟｰ/㎡= 9,720.00 ﾙﾋﾟｰ
4) ペイント塗装：  壁 48㎡×107.1ﾙﾋﾟｰ/㎡= 5,140.80 ﾙﾋﾟｰ
5) ペイント塗装： 天井 12㎡×107.1ﾙﾋﾟｰ/㎡= 1,285.20 ﾙﾋﾟｰ
6) 壁 撤去 2ヶ所×10,000ﾙﾋﾟｰ/ヶ所= 20,000.00 ﾙﾋﾟｰ

小計 50,829.80 ﾙﾋﾟｰ
→ 51,000.00 ﾙﾋﾟｰ

(4) 新内科棟    内壁ペイントのみ 1,640㎡×107.1ﾙﾋﾟｰ/㎡= 175,644 ﾙﾋﾟｰ
→ 176,000 ﾙﾋﾟｰ

合計 696,000 ﾙﾋﾟｰ

３．植栽
(1) 芝生 1,500㎡×200ﾙﾋﾟｰ/㎡= 300,000 ﾙﾋﾟｰ
(2) 低木 （H:1.0m） 70本×500ﾙﾋﾟｰ/本= 35,000 ﾙﾋﾟｰ

合計 335,000 ﾙﾋﾟｰ
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